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本書は、筆者が 2013 年に東北大学から学位を授与されるにあたって提出し
た学位請求論文を読みやすさの観点から修正し、書籍として刊行しようとする
ものである。

筆者がイギリスの職業教育・訓練に関わることになったのは、放送大学大学
院修士課程に入学し、大学時代の恩師である小澤周三先生にご指導をお願いす
ることになったのが直接のきっかけである。今後の研究の方向性についてご相
談したときに、小澤先生は、当時 2003 年に刊行されたスキル向上戦略の起点
となった白書を分析することを薦めてくださった。この白書が筆者の研究の起
点ともなったのである。

当時、まだ日本では、非正規雇用やニートなど、社会格差に関わる問題は
それほど世間的に認知度の高い問題ではなかった。スキルやキャリアに対する
意識も現在ほどは高くなかったように思う。しかし、わが国においても就職氷
河期から非正規雇用の問題と労働をめぐる深刻な状況が続き、さらに 2007 年
の世界金融危機、2008 年のリーマンショック以降は緊急雇用対策の必要が叫
ばれ、働くことと学ぶことの連結がことさら重要性を増して論じられるように
なってきた。

本書は、イギリスにおける学習や訓練への公的支援が需要主導による仕組み
への転換が目指されたことに注目し、この学習と訓練の公共管理システムの特
質と課題を解明することを目的としている。この主題は、前保守党から労働党
への継続性や断続性を主に論じたものではなく、学校教育管理を分析したもの
ともやや異なる。新公共管理（NPM）手法や政治手段の現代化が進められる
中で、特に硬直性と煩雑さ、そして水準の低さが問題とされていた学習と訓練
の領域に、需要を中心に位置付けた効率的な公的支援の提供という目標が持ち
込まれた。本書は、こうした経済合理性による学習と訓練の支援システム構築
の特質とはどのようなものかを明らかにしようと試みたものである。
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本書のおおよその形ができ上がったのは、イギリスの政権交代前の 2010 年
である。しかし、同年妊娠・出産のため研究を一時中断したのであるが、その
間、イギリスでは政権が交代し、ここで分析対象とした行政機関の数々はほと
んどが改組された。本書では、結論として、特にハイリスク層をターゲットと
した学習と訓練において、労働党の残した成果は供給の効率化を狙ったことに
よる効果というよりむしろ公的支出の増大に拠る部分が大きいことについて述
べた。続く保守党・自由民主党連立政権では、厳しい財政枠組みの下、スキル
水準の低い者に対する学習・訓練という短期的な視点からは費用対効果が現れ
にくい領域に対して、重要性を認識しつつもコスト負担を社会と共有し、財政
を緊縮する体制を敷いた。しかし、社会格差の底辺の問題、そして教育と労働
の接続の問題はますます重要度を増している。今後の動向を引き続き注視して
いく必要がある。

研究を志し、本書を刊行するまでには本当に多くの方々のお世話になった。
まずは、本書の出版に向けて、東北大学大学院博士課程の指導教官であり本研
究に貴重なご指導ご鞭撻をいただいた宮腰英一先生、特別研究員の受入先と
なってくださり、東北大入学時からずっと優しくご配慮いただいた小川佳万
先生、鋭いご指摘と温かいご配慮で見守っていただいた副指導教官の秋永雄一
先生、研究とはどうあるべきかをご指導いただいた前副指導教官である大桃敏
行先生、学位請求論文に対し細かく的確にご助言くださった三輪哲先生、執筆
の参考にと快くご自分の論文を送ってくださり受入研究室となってくださっ
た後藤武俊先生、東京外語大と放送大学大学院でご指導くださり人生の師でも
ある小澤周三先生、修士課程をご指導いただき、イギリスの素晴らしさを説い
てくださった山内久明先生、同じく修士課程の指導をしていただいた大石和
欣先生、ご自分の主催される研究会や国研のキャリア教育プロジェクトにお
誘いいただいた元国立教育研究所の佐々木毅先生、イギリス職業教育・訓練
研究の第一人者であり現地調査にご一緒させていただいた青山学院大学の柳田
雅明先生、本書の重要な先行研究の知見を提供してくださりキャリア教育プロ
ジェクトでご一緒した今井貴子先生、教育制度学会での指定討論以降ご指導い
ただいた岩橋法雄先生、現地調査で大変お世話になり、また公私にわたりよく



してくださったロンドン大学 IoE の Paul Standish 先生、Ronald Barnett 先
生、William Locke 先生、イギリスでの現地調査にご協力いただいた関係各所
の方々、東北大学での院生仲間と事務の皆様方、放送大学在学時に学科事務と
してお世話になった秋田県立大学の先生方・事務の皆様方、筆者を支えてく
れた友人たち、大学院への進学を応援してくれ特に世話をかけた両親、そして
Paul と娘の杏奈、刊行作業中に産まれた息子の穣、お世話になったすべての
方々に感謝申し上げる。

また、本書は JSPS 科研費（15HP5186）の助成を受け刊行の運びとなった。
日本学術振興会および刊行に快くご協力くださった大学教育出版の佐藤守氏
と、丁寧な校正で本書の完成度を高めてくださった大学教育出版社の中島美代
子氏に深く感謝申し上げる。

2015 年 8 月吉日
白幡真紀
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